
 

 

２０１０年 ８月 ６日 

各 位 

三井化学株式会社 

 帝 人 株 式 会 社 

 

日本国内におけるボトル用ＰＥＴ樹脂事業の統合について 

 

三井化学株式会社（以下、「三井」。本社：東京都港区、社長：田中稔一）と、帝人株式会社

（以下、「帝人」。本社：東京都千代田区、社長：大八木成男）は、今般、下記のとおり日本国内

におけるボトル用ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）樹脂事業を統合し、新たに合弁会社を

設立することを基本合意しました。 

新設する合弁会社は、三井、帝人がそれぞれに展開しているＰＥＴ樹脂原料事業とのシナジー

効果を含めたサプライチェーン一貫での競争力を徹底的に強化するとともに、高い品質とコスト

競争力で顧客のニーズに応え、事業価値の最大化を図ってまいります。 

記 

１．事業統合の背景・意義 

（１）日本国内における飲料需要の減少、アジアからのボトル用ＰＥＴ樹脂の輸入拡大などに伴い、

ボトル用ＰＥＴ樹脂事業を取り巻く環境は厳しい状況にあります。 

（２）現在、三井はボトル用ＰＥＴ樹脂事業、およびその原料である高純度テレフタル酸（以下、

ＰＴＡ）事業を展開しています。一方、帝人はボトル用ＰＥＴ樹脂事業、およびＰＴＡの

粗原料であるパラキシレン（以下、ＰＸ）事業を展開しています。 

    （注）帝人のボトル用ＰＥＴ樹脂事業は、帝人(株)が製造、帝人化成(株)が販売を行っています。 

（３）こうした中、三井と帝人は、厳しい事業環境にあるボトル用ＰＥＴ樹脂事業において、生産・

販売・研究に亘るシナジー効果を追求すべく、両社の事業統合について検討を重ねてきました。 
（４）このたびの事業統合により、生産を集約することによる操業度向上、販売部門統合による

マーケティング力の強化、両社の技術の融合による生産技術力の強化といったシナジー効果

が新合弁会社で実現されるとともに、ＰＥＴ樹脂の原料である帝人のＰＸ事業および三井の

ＰＴＡ事業を含むサプライチェーン一貫での競争力の徹底強化を図ることができます。 

（５）さらに、このたびの事業統合により、三井は自社で製造するＰＴＡの原料となるＰＸを競争力

ある価格で安定的に調達することが可能となり、また、ＰＴＡ事業の安定化を図ることが

できます。一方、帝人は国内におけるＰＸの安定大口顧客を確保することになり、ＰＸ事業

の安定化を図ることができます。 
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（６）三井、帝人の両社は、それぞれが保有するボトル用ＰＥＴ樹脂事業におけるシナジー

効果発現に向けて今後さらに詳細の検討を進め、一層のコスト競争力強化を図ること

により、持続的な事業価値拡大を目指してまいります。 

 
２．事業統合の概要 

（１）両社は、それぞれのボトル用ＰＥＴ樹脂事業を統合し、以下のとおり新たに合弁会社

を設立します。 
＜新会社の概要＞ 

項  目 内    容 

社    名 未定 

事業内容 日本国内におけるボトル用ＰＥＴ樹脂の生産、販売および研究 

所 在 地 東京都港区東新橋１－５－２汐留シティセンター（三井本社内） 

資 本 金 ４．９億円 

出資比率 三井８０％：帝人２０％ 

生産能力 １４．５万㌧／年（三井岩国大竹工場に新会社が生産を委託） 

売 上 高 約２５０億円（２００９年度両社合算値） 

役    員 出資比率に応じて三井および帝人が指名 

営業開始日 
２０１１年４月１日を目途 

（公正取引委員会の承認を取得次第、早期に設立） 

（２）これにより、両社によるボトル用ＰＥＴ樹脂のサプライチェーンは次のようになります。 
 

＜ 主 要 原 料 ＞ ＜生 産＞ ＜販 売＞ 
 

生産委託 生産委託 
ボトル用 

ＰＥＴ樹脂

（新会社）

パラ 

キシレン 

（帝人） 

高純度 

テレフタル酸

（三井） 

ボトル用 

ＰＥＴ樹脂

（三井） 

 
 
 
 

（３）このたびの新合弁会社設立に伴い、帝人は徳山事業所内にあるボトル用ＰＥＴ樹脂

の生産設備を休止します。 
 

以    上 

 

 
《 本件に関するお問い合わせ先 》 

三井化学株式会社 ＩＲ・広報部 ０３－６２５３－２１００ 

帝 人 株 式 会 社  広報・ＩＲ室  ０３－３５０６－４０５５ 
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